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１． 平成１１年３月期の業績（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）
（１） 経営成績　　　　                              　（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

売 上 高     （対前期増減率） 営業利益     （対前期増減率） 経常利益     （対前期増減率）

百万円      　       ％           百万円               ％ 百万円               ％

11年３月期 1,234,264         （ △   3.4） 337,019         （ △   9.2） 72,834         （     15.6）

10年３月期 1,278,355         （ △   0.1） 371,025         （ △   3.4） 63,028         （ △   8.4）

当期純利益（対前期増減率）
１ 株 当 た り       

当 期 純 利 益       

潜在株式調整後         
1株当たり当期純利益

株 主 資 本     

当期純利益率

総 資 本      

経常利益率      

売 上 高      

経常利益率      

　　　　百万円　　　　％ 　　　円　　銭 　　　　　円　　銭 ％ ％ ％

11年３月期 10,886　（ △  66.6）  4,860    03 － 2.3 1.2 5.9

10年３月期 32,633　（ △  10.3） 14,568    50 － 7.0 1.0 4.9

       (注)　　持分法投資損益　　 △239百万円（前期　△189百万円）

（２） 財政状態

総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率       1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％             円     銭

11年３月期 5,993,564 473,399 7.9 211,339     01

10年３月期 6,088,118 473,928 7.8 211,575     26

（３） 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　　　１６社

非連結子会社数　　４０社（うち持分法適用会社数　　　－社）

関連会社数　　　　　６社（うち持分法適用会社数　　　１社）

（４） 会計処理の方法等の変更

① 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規）　　　－社　　　　　　　　　　持分法（新規）　　　－社

　　（除外）　　　－社　　　　　　　　　　　　　（除外）　　　－社

② 会計処理の方法の変更　　　有　・　無

③ 当連結会計年度より事業税（ 8,152百万円）は法人税、住民税及び事業税に含めて表示しています。

２．平成１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

売 上 高       経 常 利 益       当 期 純 利 益       

百万円 百万円 百万円

12年３月期 1,221,500 61,400 32,000

（参考）  １株当たり予想当期純利益（連結）   14,285円  71銭　　（単独）   17,723円  21銭

〔参考〕当社（単独）の平成１１年３月期の業績（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

売 上 高     （対前期増減率） 営業利益     （対前期増減率） 経常利益     （対前期増減率）

百万円         　       ％ 百万円                 ％ 百万円                  ％

1,106,864            （ △   3.5） 335,482           （ △   9.0） 72,198            （     17.5）

当期純利益     （対前期増減率）
１ 株 当 た り       

当 期 純 利 益       

潜在株式調整後         
1株当たり当期純利益

総 資 産      株 主 資 本      

百万円              　　％ 　　　円　　銭 　　　　円　　銭 百万円 百万円

12,703            （ △  62.0）  5,671    31 － 5,832,988   479,027



［添付資料］

（１） 当期および次期の業績の概況

　当連結会計年度における我が国経済は、個人消費や設備投資が低調に推移し、政府の経済見通しにおい

ても戦後初の２年連続マイナス成長が予想されるなど、これまでにない厳しい状況が続きました。

　こうした経営環境のもと、当社グループはサービスの一層の向上ならびに積極的な営業活動による収入

確保を図るとともに、業務の更なる効率化に努めてまいりましたが、営業収益は１兆 2,342 億円（前期比

3.4％減）となりました。また、経常利益は、事業税の表示区分の変更もあり、728 億円（前期比 15.6％

増）となったものの､当期純利益は、「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律」に基づき、

当社負担額を一括して支払い、当期に費用計上したことなどから、108億円（前期比 66.6％減）となりま

した。

　これを事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりです。

１　運 輸 業      

　運輸業においては、引き続き安全・安定輸送の確保に努めるとともに、快適性等のサービス向上に取

り組みましたが、東海道新幹線において、「のぞみ」のご利用状況は概ね順調に推移したものの、全体

としては、景気低迷の影響等により、輸送量は前期を下回ることとなりました。この結果、営業収益は

１兆 1,133 億円と前期と比較して 400 億円（3.5％）の減少となり、営業利益も 3,364 億円と前期と比

較して 329億円（8.9％）の減少となりました。

２　流 通 業      

　流通業においては、個人消費が低調に推移したことなどにより、営業収益が 741億円と前期と比較し

て 15億円（2.1％）減少したほか、連結子会社の経営効率化施策の実施に伴う費用増などにより、営業

損益も５億円の損失と前期と比較して８億円の減少となりました。

３　その他の事業      

　その他の事業においては、駅ビル等の不動産賃貸を中心に収益確保に努めたものの、営業収益は 1,022

億円と前期と比較して 12 億円（1.2％）の減少となり、営業利益も 21 億円と前期と比較して１億円

（8.1％）の減少となりました。

　次期の業績予想につきましては、営業収益は１兆 2,215 億円、経常利益は 614 億円、当期純利益は 320

億円を見込んでいます。



（２）－１ 比 較 連 結 貸 借 対 照 表　

(単位：百万円）

220,938        224,915        △ 3,976     

62,573         55,331         　 7,242     

11,675         10,259         　 1,415     

9,965          9,997          △ 31        

-              6              △ 6         

8,315          8,424          △ 108       

9,731          8,610          　 1,120     

-              3,184          △ 3,184     

85,395         102,890        △ 17,495    

33,550         26,640         　 6,909     

△ 269            △ 430            　 160       
　

5,772,625      5,863,203      △ 90,577    

5,586,090      5,649,347      △ 63,257    

2,616,734      2,707,642      △ 90,908    

281,040        -              　 281,040   

-              110,584        △ 110,584   

-              166,016        △ 166,016   

2,472,940      2,473,040      △ 99        

199,317        176,729        　 22,588    

16,057         15,335         　 722       

12,190         13,264         △ 1,073     

174,343        200,590        △ 26,246    

5,993,564      6,088,118      △ 94,554    

（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
　　　２．有形固定資産の減価償却累計額

（当　　期　　末） （前　　期　　末）
1,848,435百万円 1,689,792百万円

　　　３．連帯債務
　　　　（１）日本国有鉄道改革法に基づく鉄道債券に係る連帯債務額

（当　　期　　末） （前　　期　　末）
 - 百万円 107,300百万円

　　　　　　　　日本国有鉄道改革法第２６条の規定による日本国有鉄道清算事業団の鉄道債券に係る
　　　　　　　連帯債務については、日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律が平成１０
　　　　　　　年１０月２２日に施行されたことにより、消滅しています。
　　　　（２）財団法人鉄道総合技術研究所の長期借入金に係る連帯債務額

（当　　期　　末） （前　　期　　末）
41,842百万円 42,200百万円

　　　４．保証債務予約 （当　　期　　末） （前　　期　　末）
3,000百万円 3,000百万円

　　　５．社債及び鉄道施設購入長期未払金の債務履行引受契約に係る偶発債務
（当　　期　　末） （前　　期　　末）
311,140百万円 356,587百万円

科 目 増 減

短 期 貸 付 金

そ の 他 の 流 動 資 産

分 譲 土 地 建 物

た な 卸 資 産

前 払 費 用

当 連 結 会 計 年 度

(平成11年3月31日現在）

前 連 結 会 計 年 度

(平成10年3月31日現在）

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

受取手形及び売掛金

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置

固 定 資 産

資 産 合 計

機械装置及び運搬具

（ 資 産 の 部 ）

運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

未 収 運 賃

有 価 証 券

無 形 固 定 資 産



(単位：百万円）

473,767        430,997        　 42,769    

24,644         22,471         　 2,172     

84,616         38,226         　 46,389    

1,000          -              　 1,000     

76,098         68,541         　 7,557     

44,920         46,184         △ 1,263     

7,769          17,761         △ 9,992     

16,999         12,439         　 4,559     

-              4,796          △ 4,796     

50,605         61,700         △ 11,094    

10,184         16,166         △ 5,982     

　 1,544          　 1,097          　 447       

5,041,038      5,177,314      △ 136,276   

130,000        101,000        　 29,000    

804,746        827,672        △ 22,926    

3,862,120      4,016,932      △ 154,812   

229,001        216,231        　 12,769    

15,170         15,477         △ 307       

-              5,878          △ 5,878     

5,514,805      5,614,190      △ 99,385    

5,359          -              　 5,359     

112,000        112,000        　 -         

53,500         53,500         　 -         

-              8,502          △ 8,502     

307,899        -              　 307,899   

-              299,926        △ 299,926   

473,399        473,928        △ 529       

5,993,564      6,088,118      △ 94,554    

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

(平成11年3月31日現在） (平成10年3月31日現在）

１ 年 内 返 済
鉄道施設購入長期未払金

短 期 借 入 金

流 動 負 債

13,772    　141,611        155,383        

１ 年 内 償 還 社 債

連 結 剰 余 金

そ の 他 の 剰 余 金

資 本 金

資 本 合 計

負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計

支払手形及び買掛金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

未 払 消 費 税 等

未 払 事 業 税 等

未 払 法 人 税 等

鉄道施設購入長期未払金

退 職 給 与 引 当 金

前 受 金

預 り 金

そ の 他 の 流 動 負 債

負 債 合 計

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債

社 債

科 目 増 減

（ 負 債 の 部 ）

（ 資 本 の 部 ）

少 数 株 主 持 分

（ 少 数 株 主 持 分 ）

未 払 金

少 数 株 主 持 分

長 期 借 入 金

未 払 費 用



（２）－２ 比 較 連 結 損 益 計 算 書　

(単位：百万円）

1,234,264      1,278,355      △ 44,090    

１. -              1,172,391      △ 1,172,391 

２. -              105,963        △ 105,963   

897,245        907,330        △ 10,085    

　

　

２. 127,053        -              　 127,053   

３. -              800,943        △ 800,943   

４. -              71,500         △ 71,500    

-              34,886         △ 34,886    

337,019        371,025        △ 34,005    

　 6,995          　 8,314          △ 1,319     

271,179        316,311        △ 45,131    

72,834         63,028         　 9,805     

21,880         17,614         　 4,266     

46,491         15,958         　 30,533    

48,224         64,684         △ 16,460    

37,802         -              　 37,802    

-              31,561         △ 31,561    

464            -              　 464       

-              299            △ 299       

-              △ 189            　 189       

10,886         32,633         △ 21,746    

（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
　　　２．特別利益の主な内訳

工事負担金受入額等
（当　　　　　期） （前　　　　　期）
21,425百万円 15,096百万円

　　　３．特別損失の主な内訳
（1）工事負担金受入額等圧縮損

（当　　　　　期） （前　　　　　期）
21,330百万円 15,028百万円

（2）厚生年金移換追加負担金
（当　　　　　期） （前　　　　　期）
20,511百万円 　　－

増 減

770,191   

(1)商品及び製品売上原価

販売費及び一般管理費

営 業 収 益

(2)販売費及び一般管理費

商品及び製品売上高

平成11年３月31日まで 平成10年３月31日まで

科 目

１.
運 輸 業 等 営 業 費
及 び 売 上 原 価

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

平成10年４月１日から 平成９年４月１日から

当 期 純 利 益

特 別 損 失

少数株主損益（減算）

持分法による投資損益（加算）

法 人 税 及 び 住 民 税

少 数 株 主 損 失

-              

運 輸業等役務収益

営 業 費

税金等調整前当期純利益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

770,191        

法人税、住民税及び事業税

運 輸 業 等 営 業 費



（２）－３ 比 較 連 結 剰 余 金 計 算 書　

(単位：百万円）

308,428        -              　 308,428   

299,926        -              　 299,926   

8,502          -              　 8,502     

-              279,848        △ 279,848   

11,415         -              　 11,415    

11,200         -              　 11,200    

215            -              　 215       

( 13             ) ( -              ) ( 　 13        )

-              12,555         △ 12,555    

-              1,139          △ 1,139     

-              11,200         △ 11,200    

-              216            △ 216       

( -              ) ( 14             ) ( △ 14        )

10,886         32,633         △ 21,746    

307,899        -              　 307,899   

-              299,926        △ 299,926   

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

その他の剰余金期首残高

利 益 準 備 金 期 首 残 高

その他の剰余金期首残高

当 期 純 利 益

利 益 準 備 金 繰 入 額

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

（うち監査役賞与金）

その他の剰余金期末残高

平成11年３月31日まで 平成10年３月31日まで

科 目 増 減
当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

平成10年４月１日から 平成９年４月１日から

その他の剰余金減少高

配 当 金

役 員 賞 与 金

配 当 金

役 員 賞 与 金

（うち監査役賞与金）



（２）－４ 連結財務諸表作成の基本となる事項

１． 連結の範囲に関する事項

　連結子会社は、ジェイアールセントラルビル㈱、ジェイアール東海バス㈱、新横浜ステーション

開発㈱、静岡ターミナルホテル㈱及び名古屋ターミナルビル㈱他 11社です。
　非連結子会社は、㈱ジェイアール東海ホテルズ他 39社です。
　なお、非連結子会社 40 社の総資産、営業収益、当期純損益（持分に見合う額）及び剰余金（持
分に見合う額）のそれぞれの合計額は、いずれも僅少であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼさ

ないので連結の範囲から除外しています。

２． 持分法の適用に関する事項

　関連会社新生テクノス㈱に対する投資について持分法を適用しています。

　持分法を適用していない非連結子会社 40 社及び関連会社名古屋ターミナルホテル㈱他４社の当
期純損益（持分に見合う額）及び剰余金（持分に見合う額）のそれぞれの合計額は、連結純損益及

び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であるため、これらの会社に対する投資については、持分法を適

用せず原価法によっています。

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日はすべて３月 31日であり、連結決算日と同一です。

４． 会計処理基準に関する事項

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

主として移動平均法による原価法によっています。

（２） たな卸資産の評価基準及び評価方法

分譲土地建物…個別法による原価法によっています。

商　品…………主として売価還元法による原価法によっています。

貯蔵品その他…主として移動平均法による原価法によっています。

（３） 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　取替資産以外の資産

　新幹線鉄道施設に係る建物及び構築物並びにリニア実験線施設に係る建物及び構築物

　法人税法に定める定額法によっています。

　なお、建物（建物附属設備を除く）については、当連結会計年度から平成 10 年度法
人税法の改正により耐用年数の短縮を行っています。見積耐用年数を適用している親会

社の建物が大宗をしめているため、短縮に伴う影響額は軽微です。

　その他の資産

　主として法人税法に定める定率法によっています。

　なお、新幹線車両については走行キロを基準として増加償却を行っています。

　取替資産

法人税法に定める取替法によっています。

② 無形固定資産

法人税法に定める定額法によっています。

（４） 繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用として処理しています。

（５） 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法による繰入限度相当額（法定繰入率）を

計上しています。



② 退職給与引当金

　親会社においては、従業員の退職給与の支給に備えるため、期末在職者の自己都合要支

給額を基礎とする現価方式により計上しています。

　連結子会社においては、主として期末在職者の自己都合要支給額の 40％を計上していま
す。なお、適格退職年金制度を採用している連結子会社が一部あります。

　また、一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を退職給与引当金に含めて計上しており、当連結会計年度末残高は、622 百万円

です。

（６） 建設期間中の支払利息の資産計上

　一部の連結子会社においては、建設期間中の支払利息を、当該資産の取得価額に算入するた

め建設仮勘定に計上しています。

（７） リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

（８） 厚生年金移換負担金の処理方法

　厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成 8 年法律第 82 号）により、日本鉄道共済組
合から厚生年金へ移換すべき積立金の不足額は事業主が負担することとなっており、親会社及

び連結子会社の負担額 29,107 百万円は、投資その他の資産の長期前払費用に計上し、平成 9
年度より 5年間にわたって均等に分割して費用計上しています。
（９） 厚生年金移換追加負担金の処理方法

　日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成 10年法律第 136号）において、
鉄道共済年金の厚生年金への統合にあたって日本国有鉄道清算事業団が負担することとされて

いた移換金（積立金の不足額）のうち、昭和 62 年４月１日に旧国鉄から親会社に採用された
者に係る部分の２分の１を負担することとなり、親会社負担額 20,652 百万円のうち移換金相
当額 20,511百万円を特別損失に、利子相当額 140百万円を営業外費用に計上しています。

（１０） 消費税等の処理方法

　税抜方式によっています。

５． 投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項

　親会社投資勘定と子会社資本勘定の相殺消去は、段階法によっています。相殺消去の結果生じた

消去差額は、資産の評価等の原因分析の結果、発生原因の明らかな部分については適切な勘定科目

に振り替え、残りの部分については連結調整勘定とし、発生時に全額償却しています。

６． 未実現損益の消去に関する事項

　連結会社間の資産の売買に伴う未実現損益は少額のものを除き全額消去し、親会社の負担として

います。

　また、連結会社と持分法適用会社との資産の売買に伴う未実現損益は少額のものを除き持分相当

額を消去しています。

　なお、減価償却資産に含まれる未実現損益については、その消去に伴い減価償却費の修正を行っ

ています。

７． 在外連結子会社等の財務諸表項目の換算に関する事項

　該当事項はありません。

８． 利益処分項目等の取扱いに関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した連結会社の利益処分及び損失処理に基づいて作

成しています。

９． 法人税等の期間配分の処理に関する事項

法人税等の期間配分の処理は適用していません。



 表 示 方 法 の 変 更

（連結貸借対照表）

１． 前連結会計年度において独立掲記していました「有価証券」（当連結会計年度 76百万円）は、資産

の合計の 1/100以下であるため、また、「前払費用」（当連結会計年度 3,131百万円）は、連結財務諸
表規則の改正により資産の合計の 5/100以下であるため、当連結会計年度においてはいずれも「その
他の流動資産」に含めて表示しています。

２． 前連結会計年度において独立掲記していました「機械装置」（当連結会計年度 108,627 百万円）及

び「運搬具」（当連結会計年度 172,412 百万円）は、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度

においては「機械装置及び運搬具」に表示科目を統合しています。

３． 前連結会計年度において独立掲記していました「未払事業税等」は、連結財務諸表規則の改正によ

り当連結会計年度から未払事業税（当連結会計年度 3,801 百万円）を「未払法人税等」に、未払事業

所税（当連結会計年度 211百万円）を「未払金」に含めて表示しています。

４． 前連結会計年度において負債の部の末尾に独立掲記していました「少数株主持分」は、連結財務諸

表規則の改正により当連結会計年度においては負債の部と資本の部の中間に独立掲記しています。

５． 前連結会計年度において独立掲記していました「利益準備金」及び「その他の剰余金」は、連結財

務諸表規則の改正により当連結会計年度から「連結剰余金」として表示しています。

（連結損益計算書）

１． 前連結会計年度において営業収益は「運輸業等役務収益」と「商品及び製品売上高」とに区分し、

営業費はそれぞれの収益に対応する費用に区分して表示していましたが、連結財務諸表規則の改正に

より当連結会計年度から営業収益は一括して表示し、営業費は「運輸業等営業費及び売上原価」及び

「販売費及び一般管理費」として表示する方法に変更しています。

２． 前連結会計年度において税金等調整前当期純利益からの減算項目として独立掲記していました「少

数株主損益（減算）」は、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度においては「少数株主損失」

として表示しています。

３． 前連結会計年度において税金等調整前当期純利益への加算項目として独立掲記していました「持分

法による投資損益（加算）」（当連結会計年度△239 百万円）は、連結財務諸表規則の改正により当連

結会計年度においては「その他の営業外費用」に含めて表示しています。

（連結剰余金計算書）

　前連結会計年度においては、「その他の剰余金」の期首及び期末残高並びに期中増減高を記載してお

りましたが、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度においては、「連結剰余金」の期首及び期

末残高並びに期中増減高を記載しています。

 追 加 情 報

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において「運輸業等営業費」及び「販売費及び一般管理費」に含めていました事業

税（当連結会計年度 8,152百万円）は、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度においては「法

人税、住民税及び事業税」に含めて表示しています。



 リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　（借　手　側）

１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　　（単位：百万円）

当 連 結 会 計 年 度              　末

取得価額

相 当 額    

減価償却

累 計 額    

相 当 額    

期 末    

残 高    

相 当 額    

機 械 装 置       

及 び 運 搬 具       
3,817 2,314 1,503

そ の 他 の       

有 形 固 定 資 産        
10,327 3,256 7,071

長期前払費用       172 116 55

合 計    14,317 5,687 8,629

（注）　取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によっています。

２． 未経過リース料期末残高相当額

　（当連結会計年度末） （前連結会計年度末）

１ 年 内         　　２，９３９百万円（１７百万円） 　　２，０７４百万円

１ 年 超         　　５，７６０百万円（５２百万円） 　　４，１００百万円

合 計         　　８，７００百万円（７０百万円） 　　６，１７５百万円

　　上記の（　）内は内数で、転リース取引に係る未経過リース料期末残高相当額であります。

（注）　未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法によっています。

３． 支払リース料及び減価償却費相当額

　　

　　  （当連結会計年度） （前連結会計年度）

支 払 リ ー ス 料         　　３，６２０百万円 　　２，３３０百万円

減価償却費相当額         　　３，６２０百万円 　　　　　－

４． 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。



　（貸　手　側）

１． リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

　　　　（単位：百万円）

当 連 結 会 計 年 度              　末

取得価額
減価償却

累 計 額    

期 末    

残 高    

機 械 装 置       

及 び 運 搬 具       
242 117 125

合 計    242 117 125

２． 未経過リース料期末残高相当額

　　（当連結会計年度末） （前連結会計年度末）

１ 年 内         　　　　１３７百万円（　３２百万円） 　　　　１２８百万円

１ 年 超         　　　　１８８百万円（　９５百万円） 　　　　１０６百万円

合 計         　　　　３２５百万円（１２８百万円） 　　　　２３４百万円

　　上記の（　）内は内数で、転リース取引に係る未経過リース料期末残高相当額であります。

（注）　未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過リース料期末残高及び見積残存価額の残高の合計

額が営業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法によっています。

３． 受取リース料及び減価償却費

　　

　 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

受 取 リ ー ス 料        　　　　１４４百万円 　　　　１０９百万円

減 価 償 却 費        　　　　　６６百万円 　　　　　－



（３） セ グ メ ン ト 情 報

１．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（平成９年４月１日から平成10年３月31日まで） （単位：百万円）

Ⅰ　

(1) 71,439 66,634 －

75,704 103,452 ( 54,142 )
783,974 75,381 101,130 960,486 ( 53,156 ) 907,330
369,366 322 2,321 372,011 ( 986 ) 371,025

31,084 250,152 116,980
200,750 1,525 2,844 205,121 - 205,121
154,564 1,902 26,441 182,908 - 182,908

当連結会計年度（平成10年４月１日から平成11年３月31日まで） （単位：百万円）

Ⅰ　

(1) －

( 55,437 )
776,898 74,661 100,105 951,666 ( 54,420 ) 897,245
336,422 △ 520 2,133 338,035 ( 1,016 ) 337,019

78,051
200,151 1,408 2,772 204,331 - 204,331
148,724 1,268 30,135 180,128 - 180,128

（注） １．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
２．事業区分の方法
　　日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、当社の実態を勘
　案して事業を区分しています。
３．各事業区分の主な事業内容
　　運　 輸 　業………鉄道事業、バス事業
　　流　 通 　業………卸売・小売業
　　その他の事業………飲食業、広告業、ホテル業、旅行業、不動産賃貸業、建設業等
４．当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 163,710百万円であ
　り、その主なものは、親会社での余資運用資金（短期貸付金及びその他の流動資産）及び長期投資資金（投
　資その他の資産）です。

２．所在地別セグメント情報
　　本国以外の国又は地域に所在する連結子会社はありません。
３．海外売上高
　　海外売上高はありません。

1,234,264

-

1,234,264

減 価 償 却 費
5,915,513 5,993,564287,845

(
セグメント間の内部売上高
又 は 振 替 高

12,402

資 本 的 支 出

69,274

4,866

74,141

32,510資 産 5,595,157

営 業 費 用
営 業 利 益

(2)

Ⅱ
資 産 、 減 価 償 却 費
及 び 資 本 的 支 出

)

計 1,113,321 1,289,701

38,167

102,238

55,437 55,437

1,234,26464,070

流 通 業
その他の
事 業

計

売上高及び営業損益

売 上 高

外部顧客に対する売上高 1,100,919

) －

1,153,341

消 去
又は全社

運 輸 業

1,278,355

6,088,1185,689,901

連 結

1,278,355

1,332,498

5,971,138

消 去
又は全社

計

(

連 結

13,059 4,265 36,817 54,142 54,142

1,140,281 1,278,355

流 通 業
その他の
事 業

資 産
減 価 償 却 費
資 本 的 支 出

計

資 産 、 減 価 償 却 費
及 び 資 本 的 支 出

営 業 費 用
営 業 利 益

Ⅱ

(2)

外部顧客に対する売上高
セグメント間の内部売上高
又 は 振 替 高

運 輸 業

売 上 高

売上高及び営業損益



 追 加 情 報

　　「追加情報」（連結損益計算書）に記載のとおり、事業税の表示区分を変更しています。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費用は、「運輸業」が

7,772百万円、「流通業」が 46百万円、「その他の事業」が 334百万円減少し、営業利益が同額増加し

ています。


